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　　　　　＊障害者に係わる法律が障害者自立支援法
　　　　　　　から障害者総合支援法へ変わりました

	　１，題　　　名
  
  ２，基 本  理 念
  

	 「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」としています。

	
	 法に基づく日常生活・社会生活の支援が、共生社会を実現するため、社会参加の機会の確保及び地域社会における共生・社会的障壁の除去に資するよう、総合かつ計画的に行われる事を法律の基本理念として新たに掲げられました。


  ３，障害者の範囲 （障害児の範囲も同様に対応)   
	
  ４，障害支援区分
  　の創設




５，障害者に対す
  　る支援





　６，サービス基盤
　　計画的整備





	　「制度の谷間」を埋めるべく、障害者の範囲に難病を加えています。

	
	　「障害程度区分」について、障害の多様な特性その他の心身の状況に応じて必要とされる基準的な支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改められます。
 障害支援区分の認定が知的障害者・精神障害者の特性に応じて行われるよう、区分の制定に当たっては、適切な配慮等を行う事になります。

	
	①重度訪問介護の対象拡大（重度の身体不自由者等であって常時介護を要する　障害者として厚生労働省令で定めるもの）

	
	②共同生活介護（ケアホーム）の共同生活援助（グループホーム）への一元化

	
	③地域移行支援の対象拡大（地域における生活に移行するため重点的な支援を必要とするものであって厚生労働省令で定めるものを加える）

	
	④地域生活支援事業の追加（障害者に対する理解を深めるための研修や啓発を行う事業、意思疎通支援を行う者を養成する事業等）

	
	①障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標に関する事項及び地域生活
　支援事業の実施に関する事項についての障害福祉計画の策定

	
	②基本指針・障害福祉計画に関する定期的な検証と見直しを法定化

	
	③市町村は障害福祉計画を作成するに当たって、障害者等のニーズ把握等を行う
　事を努力義務化

	
	[bookmark: _GoBack]④自立支援協議会の名称について、地域の実情に応じて定められるよう弾力化
　すると共に、当事者や家族の参画を明確化


　＊施行期日　　平成２５年４月１日（ただし、４と５の①②③については、平成２６年４月１日施行予定）
  ＊検討規定（障害者施策を段階的に講じるため、法の施行後３年を目途として以下について検討）
　　①常時介護を要する障害者等に対する支援、障害者等の移動の支援、障害者の就労の支援その他の障害福祉サービスの在り方。
　　②障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方。
　　③障害者の意思決定支援の在り方、障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度の利用促進の在り方。
　　④手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等に対する支援の在り方。
　　⑤精神障害者及び高齢の障害者に対する支援の在り方。
      ＊上記の検討に当たっては、障害者やその家族その他の関係者の意見を反映させる措置を講ずる。

＊障害者虐待防止法が，昨年の１０月１日に施行されました。
　・虐待には、身体的虐待・性的虐待・心理的虐待・経済的虐待・ネグレクト（介護・世話の放棄・放任）等があります。障害者総合支援法と合わせ障害者支援に係わる法の整備が整いつつあります。
                  　　各種相談及びお問い合わせは、大日寮指定相談支援事業所まで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　連絡先　０１８５－８３－３４７８
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